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日医発第1156号(地Ⅰ236)

平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日

   都道府県医師会長   殿

                                                   日本医師会長

植　松　治　雄　   

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令の

一部改正について（外国人医師・看護師等の就労制限の緩和等）　　

  時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

  さて、外国人医師・看護師等の受け入れに関しましては、平成１７年４月２７日付

（日医発第112号(地Ⅰ22)）の文書をもってお知らせした通り、外国の医学校等を卒

業した者や外国の医師免許等を有する者に関する日本の国家試験受験資格認定要件の

緩和・明確化がなされたところであります。

　また、平成１７年３月２５日に閣議決定された「規制改革・民間開放推進３か年計

画(改定)」において、日本の国家資格を有する外国人医師・看護師の就労制限を撤廃・

緩和することとされています。

　今般、これらを踏まえて、医療の在留資格に係る上陸許可基準（法務省令）が改正

されるとともに、併せて厚生労働省医政局長名で通知が発出されましたので、お送り

申し上げます。

　主な改正点は、①日本の医師国家資格を有する外国人医師に関しては、「研修」に

限定した活動制限や年数制限等が撤廃されたこと、②日本の看護師国家資格を有する

外国人看護師に関しては、日本の学校養成所卒業後４年とされていた研修期間が、日

本の看護師免許取得後７年以内とされたこと等であります。

　つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知賜りますとともに、貴

会管下郡市区医師会等への周知方につき、ご高配のほどよろしくお願い申し上げます。



医政発第 0330015 号 
平成１８年３月３０日 

 
各都道府県知事 殿 

 
厚生労働省医政局長 

 
 
 
出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令の一部 
を改正する省令の施行について 

 
 
 
 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令の一部を改正する

省令（平成１８年法務省令第２９号。以下「改正省令」という。）については、本日付け

で公布され、同日より施行することとされたところである。 
 貴職におかれては、下記の改正内容を御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、

医療機関、関係団体等に周知方願いたい。 
 
 

記 
 
 
１．改正の趣旨 
  「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年３月１９日閣議決定）を踏まえ、

「医師国家試験等の受験資格認定の取扱い等について」（平成１７年３月２４日付け医

政発第 0324007号）により、在留活動に制限のある在留資格を有する者についても医
師等の国家試験受験資格の認定申請を行うことができることとしたこと、また、「規制

改革・民間開放推進３か年計画（改定）」（平成１７年３月２５日閣議決定）において、

我が国の国家資格を有する外国人医師・外国人看護師の就労制限を撤廃・緩和するこ

ととされたこと等を踏まえ、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を

定める省令（平成２年法務省令第１６号）の一部が改正されたものである。 
 
２．改正の内容 
  改正省令における改正内容のうち、外国人医師、外国人看護師等の就労制限に係る

ものは次のとおりである。 



 
（１）外国人医師に係る就労制限の撤廃 
   本邦の大学において医学の課程を修めて卒業することとされている要件、業務形

態を研修に限定するという活動制限、年数制限（本邦の大学卒業後６年以内）及び

就労可能な地域についての制限が撤廃されたこと。 
 
（２）外国人看護師に係る就労制限の見直し 
   保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和２６年文部省・厚生省令第１号。

以下「学校養成所指定規則」という。）に規定する学校又は養成所（以下「学校等」

という。）を卒業又は修了（以下「卒業等」という。）することとされている要件が

撤廃されたこと。 
また、学校等の卒業等後４年以内とされている研修期間について、看護師免許の

取得後７年以内に改められたこと。 
  
（３）外国人歯科医師に係る就労制限の見直し 
   本邦の大学において歯学の課程を修めて卒業することとされている要件が撤廃さ

れたこと。 
また、本邦の大学卒業後６年以内とされている研修期間について、歯科医師免許

の取得後６年以内に改められたこと。 
 
（４）外国人保健師、外国人助産師又は外国人准看護師に係る就労制限の見直し 
   学校養成所指定規則に規定する学校等を卒業等することとされている要件が撤廃

されたこと。 
また、学校等の卒業等後４年以内とされている研修期間について、保健師免許、

助産師免許又は准看護師免許の取得後４年以内に改められたこと。 
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に
お
い

　
て
、
都
道
府
県
知
事
（
住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十

　
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
三
十
条
の
十
第
一
項
の
規

　
定
に
よ
り
指
定
情
報
処
理
機
関
に
行
わ
せ
る
こ
と
と
し

　
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
指
定
情
報
処
理
機
関
）
か
ら
年

　
金
た
る
恩
給
の
受
給
者
又
は
そ
の
恩
給
に
加
給
若
し
く

　
は
加
算
さ
れ
て
い
る
額
の
対
象
者
に
係
る
住
民
基
本
台

　
帳
法
第
三
十
条
の
五
第
一
項
に
規
定
す
る
本
人
確
認
情

　
報
の
提
供
を
受
け
、
当
該
者
の
生
存
の
事
実
を
確
認
す

　
る
も
の
と
す
る
。

2
　
総
務
省
人
事
・
恩
給
局
長
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り

　
本
人
確
認
情
報
の
提
供
を
受
け
、
生
存
の
事
実
が
確
認

　
さ
れ
な
か
っ
た
年
金
た
る
恩
給
の
受
給
者
に
対
し
て

　
は
、
前
項
の
支
給
期
月
以
後
に
支
払
う
べ
き
恩
給
の
支

　
給
を
差
し
止
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
（
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
二
条
　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十

　
三
年
総
理
府
令
第
四
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

　
改
正
す
る
。

　
第
六
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

2
　
前
項
の
通
知
書
が
還
付
さ
れ
、
権
利
者
の
所
在
が
明

　
ら
か
で
な
い
と
き
は
、
裁
定
庁
は
、
当
該
通
知
書
が
還

　
付
さ
れ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
経
過
し
た
日
の
属

　
す
る
月
の
次
の
支
給
朝
月
以
後
に
支
払
う
べ
き
互
助
年

　
金
の
支
給
を
差
し
止
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
第
六
条
の
二
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

　
（
生
存
の
確
認
）

第
六
条
の
三
　
裁
定
庁
は
、
令
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規

　
定
す
る
支
給
期
月
の
前
月
に
お
い
て
、
都
道
府
県
知
事

　
（
住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一

　
号
）
第
三
十
条
の
十
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
情
報

　
処
理
機
関
に
行
わ
せ
る
こ
と
と
し
た
場
合
に
あ
っ
て

　
は
、
指
定
情
報
処
理
機
関
）
か
ら
互
助
年
金
の
受
給
者

　
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
法
第
三
十
条
の
五
第
一
項
に
規

　
定
す
る
本
人
確
認
情
報
の
提
供
を
受
け
、
当
該
者
の
生

　
存
の
事
実
を
確
認
す
る
も
の
と
す
る
。

2
　
裁
定
庁
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
本
人
確
認
情
報
の

　
提
供
を
受
け
、
生
存
の
事
実
が
確
認
さ
れ
な
か
っ
た
互

　
助
年
金
の
受
給
者
に
対
し
て
は
、
前
項
の
支
給
期
月
以

　
後
に
支
払
う
べ
き
互
助
年
金
の
支
給
を
差
し
止
め
る
こ

　
と
が
で
き
る
。

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

O
総
務
省
令
第
四
十
九
号

　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
三
年
政
令

第
百
四
十
三
号
）
の
廃
止
に
伴
い
、
及
び
行
政
手
続
等
に

お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の

省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
八
年
三
月
三
十
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
総
務
大
臣
　
竹
中
　
平
蔵

　
　
　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
を
廃
止
す
る
等

　
　
　
の
省
令

、
（
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
の
廃
止
）

第
一
条
　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十

　
三
年
総
理
府
令
第
四
十
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

　
（
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情

　
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

　
部
改
正
）

第
二
条
　
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け

　
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

　
（
平
成
十
五
年
総
務
省
令
第
四
十
八
号
）
の
一
部
を
次

　
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
別
表
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十

　
三
年
総
理
府
令
第
四
十
一
号
）
の
項
を
削
る
。

　
　
　
附
　
則

　
（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施

　
行
ず
る
。

　
（
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
の
廃
止
に
伴
う
経

　
過
措
置
）

第
二
条
　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
を
廃
止
す
る
法
律
（
平

　
成
十
八
年
法
律
第
一
号
。
以
下
「
廃
止
法
」
と
い
う
。
）

　
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を

　
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
廃
止
法
に
よ
る
廃
止
前
の
国
会

　
議
員
互
助
年
金
法
（
昭
和
三
十
三
年
法
律
第
七
十
号
。

　
以
下
「
旧
法
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
る
互
助
年
金
及

　
び
互
助
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る

　
廃
止
前
の
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧

　
令
」
と
い
う
。
）
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
も
、

　
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
旧

　
令
中
「
令
」
と
あ
る
の
は
「
旧
令
」
と
し
、
旧
令
第
二

　
条
第
二
項
中
「
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
令
」
と
あ

　
る
の
は
「
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
令
を
廃
止
す
る

　
等
の
政
令
（
平
成
十
八
年
政
令
第
七
十
三
号
）
附
則
第

　
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と

　
さ
れ
る
旧
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
令
」
と
し
、
旧

　
令
第
七
条
中
「
国
会
議
員
互
助
年
金
法
」
と
あ
る
の
は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ゆ

　
「
国
会
議
員
互
助
年
金
法
を
廃
止
す
る
法
律
（
平
成
十

　
八
年
法
律
第
一
号
）
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

　
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
国
会
議

　
員
互
助
年
金
法
」
と
す
る
。

　
（
総
務
省
関
係
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情

　
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
改

　
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条
　
廃
止
法
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な

　
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
法
第
二
条
第

　
一
項
の
互
助
年
金
及
び
同
条
第
二
項
の
互
助
一
時
金
に

　
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
総
務
省
関
係

　
法
令
に
係
る
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術

　
の
利
用
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
規
定
は
、
な
お
そ

　
の
効
力
を
有
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
令
別
表

　
国
会
議
員
互
助
年
金
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
三
年
総

　
理
府
令
第
四
十
一
号
）
の
項
中
「
国
会
議
員
互
助
年
金

　
法
施
行
規
則
」
と
あ
る
の
は
、
「
旧
国
会
議
員
互
助
年
金

　
法
施
行
規
則
」
と
す
る
。

O
法
務
省
令
第
二
十
九
号

　
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令

第
三
百
十
九
号
）
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ

き
、
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二

号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
八
年
三
月
三
十
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
法
務
大
臣
　
杉
浦
　
正
健

　
　
　
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第

　
　
　
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

　
　
　
省
令

　
出
入
国
管
理
及
ぴ
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号

の
基
準
を
定
め
る
省
令
（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
医
療
の
項
の
下
欄
に
掲

げ
る
活
動
の
項
（
以
下
「
医
療
の
項
」
と
い
う
。
）
の
下
欄

第
二
号
中
「
医
師
又
は
」
を
削
り
、
同
号
イ
中
「
本
邦
の

大
学
に
お
い
て
医
学
又
は
歯
学
の
課
程
を
修
め
て
卒
業
し

た
者
が
、
当
該
大
学
卒
業
後
」
を
「
本
邦
に
お
い
て
歯
科

医
師
の
免
許
を
受
け
た
後
」
に
改
め
、
「
医
師
法
（
昭
和
二

十
三
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
十
六
条
の
二
第
一
項
若
し

く
は
」
を
削
り
、
同
号
ロ
中
「
本
邦
の
大
学
に
お
い
て
医

学
若
し
く
は
歯
学
の
課
程
を
修
め
て
卒
業
し
た
者
、
医
師

法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第
四
十
一
条
若

し
く
は
第
四
十
二
条
に
規
定
す
る
者
、
歯
科
医
師
法
（
昭

和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
二
号
）
第
四
十
二
条
若
し
く
は

第
四
十
三
条
に
規
定
す
る
者
又
は
平
成
二
年
六
月
一
日
現

在
に
お
い
て
医
師
若
し
く
は
歯
科
医
師
の
免
許
を
有
す
る

者
が
、
医
師
又
は
」
を
削
る
。

　
医
療
の
項
の
下
欄
第
三
号
中
「
、
看
護
師
」
を
削
り
、

「
保
健
師
助
産
師
看
護
師
学
校
養
成
所
指
定
規
則
（
昭
和

二
士
パ
巖
響
令
第
一
号
）
第
一
条
第
一
項
類
定
す

る
学
校
、
養
成
所
又
は
准
看
護
師
養
成
所
を
卒
業
又
は
修

了
後
」
を
「
本
邦
に
お
い
て
保
健
師
、
助
産
師
又
は
准
看

護
師
の
免
許
を
受
け
た
後
」
に
改
め
る
。

　
医
療
の
項
の
下
欄
第
四
号
を
第
五
号
と
し
、
第
三
号
の

次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　
四
　
申
請
人
が
看
護
師
と
し
て
の
業
務
に
従
事
し
よ
う

　
　
と
す
る
場
合
は
、
本
邦
に
お
い
て
看
護
師
の
免
許
を

　
　
受
け
た
後
七
年
以
内
の
期
間
中
に
研
修
と
し
て
業
務

　
　
を
行
う
こ
と
。

　
表
の
法
別
表
第
一
の
四
の
表
の
留
学
の
項
の
下
欄
に
掲

げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

21
　
申
請
人
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
て
い
る
こ

と
。イ
　
申
請
人
が
本
邦
の
大
学
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず

　
る
機
関
、
専
修
学
校
の
専
門
課
程
、
外
国
に
お
い

　
て
十
二
年
の
学
校
教
育
を
修
了
し
た
者
に
対
し
て

　
本
邦
の
大
学
に
入
学
す
る
た
め
の
教
育
を
行
う
機

　
関
又
は
高
等
専
門
学
校
に
入
学
し
て
教
育
を
受
け

　
る
こ
と
（
専
ら
夜
間
通
学
し
て
又
は
通
信
に
よ
り

　
教
育
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。
）
。

ロ
　
申
請
人
が
本
邦
の
大
学
に
入
学
し
て
、
当
該
大

　
学
の
夜
間
に
お
い
て
授
業
を
行
う
大
学
院
の
研
究

　
科
（
当
該
大
学
が
当
該
研
究
科
に
お
い
て
教
育
を

　
受
け
る
外
国
人
の
出
席
状
況
及
ぴ
法
第
十
九
条
第

　
一
項
の
規
定
の
遵
守
状
況
を
十
分
に
管
理
す
る
体

　
制
を
整
備
し
て
い
る
場
合
に
限
る
。
）
に
お
い
て
専

　
ら
夜
間
通
学
し
て
教
育
を
受
け
る
こ
と
。

　
附
　
則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

法
務
省
関
係
構
造
改
革
特
別
区
域
法
第
二
条
第
三
項

　
に
規
定
す
る
省
令
の
特
例
に
関
す
る
措
置
及
び
そ
の
適

　
用
を
受
け
る
特
定
事
業
を
定
め
る
省
令
（
平
成
十
五
年

　
八
月
二
十
九
日
法
務
省
令
第
六
十
三
号
）
は
、
廃
止
す

　
る
。
O
外
務
省
令
第
七
号

　
外
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
四
号
）
を

実
施
す
る
た
め
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
協
力
の
枠
組
み
に

お
い
て
運
用
さ
れ
て
い
る
商
用
渡
航
カ
ー
ド
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
八
年
三
月
三
十
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
外
務
大
臣
　
麻
生
　
太
郎
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